
(別紙)

令和8年度佐野市入札参加資格審査申請書類一覧表（建設工事） (〇:必ず提出　　△:必要に応じ提出）

1 ○ ○ ○

入札及び契約締結等を年間通じて委任する場合

受任者の住所・氏名を明記、押印する。

建設業法施行規則様式第一号別紙二(1)または(2）を提出

※準市内業者は営業所外観と事務室内の写真を添付

○ ×
建設業法施行規則様式第二十五号の十一別紙二
準市内業者は、佐野市内の支店等に勤務する職員に朱書で○印を付ける。

○ × 建設業法施行規則様式第一号別紙四または専任技術者証明書（同規則様式第八号）

○ ○ 記名のみ（※押印不要）　※該当がない場合でも必ず提出すること ○

○ △
「資本関係又は人的関係に関する調書」添付書類
※市外業者は該当となる場合に提出

○

7 △ △ 代表者印（実印）を押印　※令和8.4.1を含む事業年度が消費税免除の場合 ○

○ ○

○ ○

法人：「その３の３」（「法人税」と「消費税及地方消費税」の未納がないことの証明書

個人：「その３の２」（「申告所得税及復興特別所得税」と「消費税及地方消費税｣の未納がな
いことの証明書）

法人市民税：決算が完了している事業年度直近２年分

その他：令和６・７年度分

11 △ △ 加入の場合は、「建設業退職金共済事業｣又は「中小企業退職金共済事業」の加入証明書 ○

12 △ △ 加入の場合は、加入証明書 ○

13 △ × 佐野市消防団員を雇用している場合に提出　　記名のみ（押印不要） ○

14 △ ×
・障害者雇用促進法に規定する事業主・・・雇用状況報告書
・障害者雇用促進法に規定する事業主以外で障害者を雇用している
　事業主・・・障害者手帳の写し及び雇用が証明できる書類

○

15 △ × 管轄保護観察所に協力雇用主登録をしている場合には登録証明書 ○

16 △ ×
 更生保護法（平成19年法律第88号）第48条に規定する保護観察中の者又は同法第88条
に規定する更生緊急保護中の者を２年以内に３ヶ月以上継続して雇用した実績を有すると
きに提出

○

17 △ ×
登録完了した旨記載のある電子メールの写し等、登録がわかる書類
※登録業者の方は別紙「建設工事入札参加資格申請書類確認表」に、登録完了日を記入
してください。

○

18 ○ ○ 提出書類の有無等について確認後の確認表を提出 ○

19 ○ ○ 返信先を記入し、110円切手を貼付

建設業労働災害防止協会加入証明書 　（写し可）

勤労者退職金共済機構の加入証明書等　（写し可）

※　証明書等は、申請日前３ヶ月以内に発行されたものを添付すること。

○

10

建設工事入札参加資格申請書類確認表

障害者雇用促進法に規定する雇用状況報告書又は、障害者手帳の写し
及び雇用が証明できる書類（健康保険証写し等）

消防団員雇用状況報告書

佐野市税・全税目(直前2年間分)　（写し可）

国税(発行3ヶ月以内） 　（写し可）

協力雇用主登録証明書　（写し可）

保護観察対象者等雇用に関する証明書　（写し可）

返信用封筒

とちぎSDGs推進企業登録確認書類

○

納税証明書等

○ ○

△

○

8 誓約書 代表者印（実印）を押印 ○
暴力団排除関係

談合

○9 ○ 個人における代表者身分証明書は本籍地において発行する身分証明書
代表者身分証明書（個人）(発行3ヶ月以内）　（写し可）
現在事項又は履歴事項全部証明書（法人）(発行3ヶ月以内）　（写し可）

○

○ ○

△ ○

○ ○

○

△

○

申請日時点において有効な、申請日の直前に受けた経営事項審査の結果通知書

備　　考
様　　式

市内・準
市内業者

市外業者

建設工事
国土交通省・
栃木県統一

佐野市
独自様式

発行機関
提出書類及び添付書類

資本関係又は人的関係に関する調書

技術職員名簿の写し

2

3

4

入札参加資格審査申請書

年間委任状

経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し

営業所一覧表の写し

5

6

免税事業者届出書

専任技術者一覧表の写し

○職員名簿

法人税申告書別表２「同族関係者等の判定に関する明細書」の写し又
は会社法第121条に規定する株主名簿（出資比率上位５者）


